
 

 

 

令和３年度 

 

 

事 業 報 告 書 
 

 

 

 

 

 

 

自 令和３年４月 １日 

至 令和４年３月３１日 

 

広島県公立大学法人 

 



目  次 

第１ 広島県公立大学法人に関する基礎的な情報   １ 

１ 広島県公立大学法人の概要 １ 

２ 事業所（従たる事務所を含む。）の所在地 ５ 

３ 資本金の額（前事業年度末からの増減を含む。） ５ 

４ 在学する学生の数 ５ 

５ 役員の氏名，役職，任期，担当及び経歴 ６ 

６ 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに 

法人への出向者の数 ７ 

７ 非常勤職員の数 ７ 

第２ 財務諸表の要約 ８ 

１ 貸借対照表（財務諸表参照） ８ 

２ 損益計算書（財務諸表参照） ９ 

３ キャッシュ・フロー計算書（財務諸表参照） １０ 

４ 行政サービス実施コスト計算書（財務諸表参照） １０ 

５ 財務情報 １１ 

第３ 事業に関する説明 １６ 

１ 財源の内訳（財源構造の概略等） １６ 

２ 財務情報及び業務の実績に基づく説明 １６ 

第４ その他事業に関する事項 ２６ 

１ 予算，収支計画及び資金計画 ２６ 

２ 短期借入れの概要 ２８ 

３ 運営費交付金債務及び当期振替額の明細 ２８ 



第１ 広島県公立大学法人に関する基礎的な情報 

１ 広島県公立大学法人の概要 

（１）目 的

本格的な人口減少や経済社会のグローバル化，技術革新等による産業構造の変化など，

社会経済情勢が大きく変化する中，高等教育においては，知識・技能を学んで修得するだ

けでなく，学んだ知識・技能を実践・応用する力，さらには，自ら課題の発見・解決に取

り組み，多様な人々と協働しながら，新たな価値を創造する力を育成することが求められ

ている。 

広島県公立大学法人では，本県経済を持続的に発展させ，地域の活力を維持していくた

め，地域の課題を解決し，地域創生に貢献できる「課題探究型地域創生人材」の育成を目

指す既存の県立広島大学の学部・学科等の再編と，「解のない課題に果敢にチャレンジし，

粘り強く新しい時代を切り開いていく人材」を育てる新たな教育モデルの構築を両輪とす

る改革を推進していく。 

こうした取組を通して，学生にこれからの社会で活躍するために必要となる資質・能力

を身に付けさせ，社会に送り出すことが，広島県公立大学法人の使命であり，そのための

取組を積極的に推進する。 

（２）業務の内容（広島県公立大学法人定款第２６条）

(1) 大学を設置し，これを運営すること。

(2) 学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行う

こと。

(3) 法人以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人

以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。

(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。

(5) 県立大学における教育研究の成果を普及し，及びその活用を促進すること。

(6) 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

（３）沿革

年  月 摘 要 

大正９(1920)年３月 広島県立広島高等女学校に専攻科設置 

昭和３(1928)年４月 広島女子専門学校開校 

昭和25(1950)年４月 広島女子短期大学開学 

昭和29(1954)年４月 広島農業短期大学開学 

昭和40(1965)年４月 広島女子大学（文学部，家政学部）開学 

昭和41(1966)年３月 広島女子短期大学閉学 

平成元(1989)年４月 広島県立大学（経営学部，生物資源学部）開学 

平成２(1990)年３月 広島農業短期大学閉学 

平成６(1994)年４月 
広島県立大学大学院 

（経営情報学研究科，生物生産システム研究科）修士課程開設 

平成７(1995)年４月 広島県立保健福祉短期大学開学 
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年  月 摘 要 

平成10(1998)年４月 
広島県立大学大学院（経営情報学研究科，生物生産システム研

究科）博士課程開設 

平成12(2000)年４月 

広島女子大学を県立広島女子大学に改称・広島県立保健福祉大

学（保健福祉学部）開学 

県立広島女子大学大学院（国際文化研究科，生活科学研究科）修

士課程開設 

平成 13(2001)年２月 県立大学運営協議会設置 

平成 14(2002)年３月 広島県立保健福祉短期大学閉学 

〃 12月 
県立大学運営協議会から最終まとめ 

「新たなる県立大学をめざして」答申 

平成 15(2003)年９月 「新県立大学基本構想」策定 

平成 17(2005)年４月 県立広島大学・県立広島大学大学院開学 

平成 19(2007)年４月 公立大学法人県立広島大学設立 

〃    ７月 「第一期中期計画」策定（同年 8月認可） 

平成 21(2009)年４月 県立広島大学助産学専攻科開設 

平成 24(2012)年６月 県立広島女子大学閉学・広島県立保健福祉大学閉学 

平成 25(2013)年３月 「第二期中期計画」策定・認可 

平成 25(2013)年４月 「サテライトキャンパスひろしま」設置 

平成 26(2014)年２月 広島県立大学閉学 

平成 28(2016)年４月 県立広島大学大学院経営管理研究科（専門職学位課程）開設 

平成 31(2019)年３月 「第三期中期計画」策定・認可 

令和２(2020)年４月 県立広島大学地域創生学部，生物資源科学部開設 

令和３(2021)年４月 法人名を広島県公立大学法人に名称変更 

県立広島大学保健福祉学部再編 

叡啓大学（ソーシャルシステムデザイン学部）開学 

（４）設立に係る根拠法

地方独立行政法人法

（５）設立団体

広島県
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（６）組織 

① 運営組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 学部等の構成 

 【県立広島大学】 

  学 部  地域創生学部 

       人間文化学部 

経営情報学部 

生物資源科学部 

生命環境学部 

保健福祉学部 

専攻科  助産学専攻科 

大学院  総合学術研究科 

経営管理研究科 

 

 【叡啓大学】 

  学 部  ソーシャルシステムデザイン学部 

 

（７）その他法人の概要 

① 経営審議会 

氏 名 現    職 

土屋 定之 理事長 

森永  力 副理事長（県立広島大学長兼務） 

有信 睦弘 副理事長（叡啓大学長兼務） 

津森 登志子 理事(県立広島大学副学長〈研究・地域貢献・国際交流担当〉兼務) 

馬本  勉 
理事（県立広島大学副学長〈教育・学生支援担当〉，高等教育推進

機構長兼務） 
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氏 名 現    職 

保井 俊之 
理事（叡啓大学ｿｰｼｬﾙｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ学部長，ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ・ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝ

ﾄ・ｾﾝﾀｰ長，産学官連携・研究推進ｾﾝﾀｰ長兼務） 

太田 克司 理事（監査室長兼務） 

木村  洋 理事（事務局長兼務） 

安東 善博 理事（非常勤）株式会社中国放送 相談役 

榊原 恒雄 理事（非常勤）広島県教育委員会 理事（非常勤） 

菅田 博文 テラル株式会社 代表取締役社長 

鈴木  寛 東京大学教授 慶應義塾大学教授 

寳來  茂 戸田工業株式会社 代表取締役社長 

林  正夫 学校法人修道学園理事長 

部谷 俊雄 株式会社広島銀行 代表取締役頭取 

山本 孝昭 株式会社ドリーム・アーツ 代表取締役社長 

 

② 県立広島大学教育研究審議会 

氏 名 現    職 

森永  力 副理事長（学長兼務） 

津森 登志子 理事（副学長〈研究・地域貢献・国際交流担当〉兼務） 

馬本  勉 理事（副学長〈教育・学生支援担当〉，高等教育推進機構長兼務） 

太田 克司 理事（監査室長兼務） 

木村  洋 理事（事務局長兼務） 

榊原 恒雄 理事（非常勤）広島県教育委員会 理事（非常勤） 

田中  聡 学長補佐〈教育改革・大学連携担当〉(大学教育実践センター長兼務) 

上水流 久彦 学長補佐〈地域貢献担当〉（地域基盤研究機構長兼務） 

重安 哲也 地域創生学部長（経営情報学部長兼務） 

谷本 昌太 人間文化学部長 

荻田 信二郎 生物資源科学部長（生命環境学部長兼務） 

城本  修 保健福祉学部長 

宮下 ルリ子 助産学専攻科長 

原田 浩幸 大学院総合学術研究科長 

横山 禎徳 大学院経営管理研究科長 

小川 仁士 学術情報センター長 

生田  顯 国際交流センター長 

下﨑 邦明 参与 

伊藤 敏安 広島修道大学国際コミュニティ学部 教授 

川妻 利絵 
ひろしま管財株式会社 代表取締役社長， 

広島経済同友会 ダイバーシティ委員会委員長 

餘利野 直人 広島大学大学院 先進理工系科学研究科教授 
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③ 叡啓大学教育研究審議会 

氏 名 現    職 

有信 睦弘 副理事長（学長兼務） 

保井 俊之 
理事（学部長，コンピテンシー・ディベロップメント・センター

長，産学官連携・研究推進センター長兼務） 

太田 克司 理事（監査室長兼務） 

木村  洋 理事（事務局長兼務） 

土本 康生 学術情報センター長 

上杉 裕子 国際交流センター長 

石川 雅紀 コンピテンシー・ディベロップメント・センター副センター長 

早田 吉伸 産学官連携・研究推進センター副センター長 

田原 俊典 修道中学校・修道高等学校校長 

 

２ 事業所（従たる事務所を含む。）の所在地 

 

（１）法人本部（県立広島大学広島キャンパス）（広島県広島市南区宇品東一丁目１番７１号） 

（２）県立広島大学庄原キャンパス（広島県庄原市七塚町５５６２番地） 

（３）県立広島大学三原キャンパス（広島県三原市学園町１番１号） 

（４）叡啓大学（広島県広島市中区幟町１－５） 

 

３ 資本金の額（前事業年度末からの増減を含む。） 

 

２０３億５，９９６万円（全額 広島県出資） 

 

４ 在学する学生の数 

【県立広島大学】 

総学生数 ２，５４２人 

学 部 ２，３２０人    地域創生４２６人 

              人間文化２７１人 

経営情報２１６人 

生物資源２８７人 

生命環境３４１人 

保健福祉７７９人 

専攻科    １０人 

大学院   ２１２人     修士・博士（前期・後期）課程１５２人 

修士課程（専門職）      ６０人 

 

【叡啓大学】 

総学生数 ８６人（ソーシャルシステムデザイン学部） 
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５ 役員の氏名，役職，任期，担当及び経歴 
 

役職 氏 名 任 期 主な経歴 

理事長 

 

土屋 定之 令和 3年 4月 1日 

～令和 7年 3月 31日 

（※） 

平成 27年４月 文部科学省事務次官 

平成 30年４月 ペルー国駐箚特命全権大使 

副理事長 森永  力 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

（※） 

平成 23年４月 

 理事（県立広島大学副学長兼務） 

平成 26年 4月 

 県立広島大学名誉教授 

平成 27年４月 

 県立広島大学特任教授 国際交流センター長 

副理事長 有信 睦弘 令和 3年 4月 1日 

～令和 7年 3月 31日 

平成 30年４月 

 国立大学法人東京大学大学執行役副学長 

理事 津森 登志子 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

平成 25年４月 

 県立広島大学保健福祉学部教授 

平成 31年４月 

 県立広島大学保健福祉学部副学部長 

理事 馬本  勉 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

平成 23年４月 

 県立広島大学生命環境学部教授 

平成 27年４月 

 県立広島大学学長補佐 

平成 31年４月 

 理事（県立広島大学副学長兼務） 

理事 保井 俊之 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

令和２年９月 

 財務省関東財務局金融安定監理官 

令和３年１月 

 県立広島大学新大学設置準備センター教授 

理事 太田 克司 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

平成 30年 4月 

 広島県環境県民局県民生活部長 

平成 31年４月  

 理事（事務局長兼務） 

理事 木村  洋 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

令和 30年４月 

 広島県総務局財務部長 

理事(非常勤) 安東 善博 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

株式会社中国放送 相談役 

理事(非常勤) 榊原 恒雄 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

広島県教育委員会 理事 

監事(非常勤) 前川 秀雅 令和元年 7月 17 日 

～令和 5年 9 月 

弁護士 

監事(非常勤) 金本 善行 令和元年 7月 17 日 

～令和 5年 9 月 

公認会計士・税理士 

※理事長が令和４年４月 30 日付けで一身上の都合により退任し，翌５月１日より副理事長（県立

広島大学長兼務）が理事長職務代行。 

6



６ 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに法人への

出向者の数 

 

常勤教職員は前年度比で１２人（３．２％）増加しており，平均年齢は４６．４歳（前年

度４７．１歳）となっている。このうち，広島県からの派遣者は２２人，民間からの出向者

は０人である。 

 

教員 ２４４人 （令和２事業年度末 ２３４人） 

   職員 １３８人 （令和２事業年度末 １３６人） 

   合計 ３８２人 

 

７ 非常勤職員の数 

 

  非常勤講師 １０９人  

  非常勤職員  ４１人 

   合  計 １５０人 
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第２ 財務情報の要約 
 

１ 貸借対照表（財務諸表参照） 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 20,205 固定負債 3,201 

有形固定資産 20,171  資産見返負債 2,284 

土地 8,867  長期借入金 772 

減損損失累計額 △16  資産除去債務 3 

  建物 13,603  長期リース債務 141 

      減価償却累計額 △5,316 流動負債 1,023 

      減損損失累計額 △1  寄附金債務 35 

    構築物 248  前受受託研究費 2 

      減価償却累計額 △179  前受共同研究費 14 

    工具器具備品 3,107  １年以内返済予定長期借入金 35 

      減価償却累計額 △1,943  未払金，未払費用，未払消費税 603 

    図書 1,653  預り科学研究費補助金等 106 

    美術品 143  預り金 114 

    車両運搬具 20  リース債務 83 

      減価償却累計額 △17  前受金 26 

    建設仮勘定 0   

  無形固定資産 32   

    特許権 3   

    ソフトウェア 24   

    その他 4 
負債合計 4,225 

  投資その他の資産 1 

    敷金・保証金 0 
純資産の部 金額 

  長期前払費用 0 

流動資産 1,754 資本金 20,359 

 現金及び預金 1,566  地方公共団体出資金 20,359 

 未収学生納付金収入 22 資本剰余金 △3,445 

  徴収不能引当金 △1 利益剰余金 820 

 その他の未収入金 160   

 その他 5   

  
純資産合計 17,734 

   

資産合計 21,959 負債・純資産合計 21,959 

（注）金額は百万円未満を切り捨てているため，合計金額と一致しないことがある。 

 （以下，同じ） 
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２ 損益計算書（財務諸表参照） 

 

（単位：百万円） 

 金額 

経常費用（A） 6,394 

 業務費 5,610 

  教育経費 645 

  研究経費 226 

  教育研究支援経費 642 

  受託研究費 23 

  共同研究費 21 

  受託事業費 7 

  人件費 4,043 

 一般管理費 777 

 財務費用 6 

 雑損 0 

経常収益（B） 6,339 

 施設費収益 93 

 運営費交付金収益 4,187 

 授業料収益 1,379 

 入学金収益 248 

 検定料収益 41 

 受託研究収益 29 

 共同研究収益 24 

 受託事業等収益 7 

 補助金等収益 0 

 寄附金収益 16 

 資産見返負債戻入 202 

 財務収益 1 

 雑益 105 

経常利益（C=B-A） △55 

臨時損失（D） 2 

 リース解約損 2 

当期純損失（E＝C-D） △57 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（F） 180 

当期総利益（G=E＋F） 123 
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３ キャッシュ・フロー計算書（財務諸表参照） 

 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） △8 

 人件費支出 △4,117 

 その他の業務支出 △1,944 

 運営費交付金収入 4,300 

 学生納付金収入 1,533 

 その他の業務収入 219 

  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △706 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △204 

Ⅳ 資金減少額（D=A+B+C） △919 

Ⅴ 資金期首残高（E） 1,756 

Ⅵ 資金期末残高（F＝D+E） 836 

 

 

４ 行政サービス実施コスト計算書（財務諸表参照） 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ 業務費用 4,543 

 損益計算書上の費用 6,396 

 （控除）自己収入等 △1,853 

  

（その他の行政サービス実施コスト）  

Ⅱ 損益外減価償却相当額 502 

Ⅲ 損益外利息費用相当額 0 

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 0 

Ⅴ 引当外賞与増加見積額 3 

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 92 

Ⅶ 機会費用 45 

  

Ⅷ 行政サービス実施コスト 5,187 
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５ 財務情報 

 

（１）財務諸表に記載された事項の概要 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

 令和３年度末現在の資産合計は前年度比６３３百万円（２．８％）減の２１，９５９百万

円となっている。 

 主な減少要因としては，減価償却等により有形固定資産が３２７百万円（１．６％）減の

２０，１７１百万円になったことや現金及び預金の減少等により流動資産が３０１百万円

（１４．７％）減の１，７５４百万円になったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

 令和３年度末現在の負債合計は前年度比３７１百万円（８．１％）減の４，２２５百万円

となっている。 

 主な減少要因としては，減価償却等により資産見返負債が９８百万円（４．１％）減の

２，２８４百万円となったことや，昨年度末は叡啓大学開設準備費用等で増加した未払金が

２６５百万円（３０．８％）減の５９６百万円となったことが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

 令和３年度末現在の純資産合計は前年度比２６１百万円（１．５％）減の１７，７３４百

万円となっている。 

 主な減少要因としては，損益外減価償却累計額等により資本剰余金が１５３百万円（４．

７％）減の△３，４４５百万円となったことや，前中期目標期間繰越積立金の取崩し等によ

り利益剰余金が１０７百万円（１１．６％）減の８２０百万円となったことが挙げられる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

 令和３年度の経常費用は前年度比５０百万円（０．８％）減の６，３９４百万円となって

いる。 

 主な減少要因としては，特定運営費交付金による叡啓大学開学準備費用や施設整備費補助

金による修繕費用等の減により，一般管理費が３４１百万円（３０．５％）の減となったこ

と，及び叡啓大学開学等に伴う人件費が１１９百万円（３．０％）増の４，０４３百万円，

教育研究支援経費が１４２百万円（２８．４％）増の６４２百万円となったことが挙げられ

る。 

 

（経常収益） 

 令和３年度の経常収益は前年度比２４８百万円（３．８％）減の６，３３９百万円となっ

ている。 

 主な減少要因としては，施設整備費を財源とする改修費用の減により施設費収益が前年度

比１０２百万円（５２．１％）減の９３百万円となったことや，叡啓大学開学準備に伴う特

定運営費交付金受入額の減により運営費交付金収益が前年度比１２７百万円（３．０％）減
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の４，１８７百万円になったことが挙げられる。 

 

（当期総利益） 

 上記経常損益を計上した結果，令和３年度の当期総利益は前年度比６７百万円（３５．

３％）減の１２３百万円となっている。 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和３年度の業務活動によるキャッシュ・フローは前年度比７０５百万円（１０１．

２％）減の△８百万円となっている。 

 主な減少要因としては，運営費交付金収入が２５０百万円（５．５％）減の４，３００百

万円になったことや人件費支出が２３０百万円（５．９％）増の４，１１７百万円となった

ことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和３年度の投資活動によるキャッシュ・フローは前年度５２７百万円から１，２３４百

万円減少して，△７０６百万円となっている。主な減少要因としては，定期預金の払い戻し

による収入が２，１００百万円（３０．３％）減の４，８１０百万円になったことが挙げら

れる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和３年度の財務活動によるキャッシュ・フローは前年度比３４百万円（２０．５％）減

の△２０４百万円となっている。 

 主な減少要因としては，リース債務の返済による支出が前年度比３４百万円（２０．

９％）増の△２０４百万円となったことが挙げられる。 

 

エ．行政サービス実施コスト計算書関係 

（行政サービス実施コスト） 

 令和３年度の行政サービス実施コストは１１４百万円（２．２％）増の５，２０９百万円

となっている。 

 主な増加要因としては，引当外退職給付増加見積額が前年度比９４百万円増（前年同期△

２百万円）の９２百万円になったことが挙げられる。 
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主要財務データの経年表 

（単位:百万円） 

区分 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 

資産合計 １９，０３９ １８，５７９ ２０，５０２ ２２，５９２ ２１，９５９ 

負債合計 ３，６６９ ３，５４１ ４，２０３ ４，５９７ ４，２２５ 

純資産合計 １５，３７０ １５，０３８ １６，２９８ １７，９９５ １７，７３４ 

経常費用 ５，８４６ ５，７７６ ６，０７５ ６，４４４ ６，３９４ 

経常収益 ５，８１７ ５，７４２ ６，１３０ ６，５８７ ６，３３９ 

臨時損失 － － － － ２ 

当期総損益 １３０ ２７１ ５４ １９０ １２３ 

業務活動による 

キャッシュ・フロー １１５ １６６ ２１６ ６９７ △８ 

投資活動による 

キャッシュ・フロー △３８ △２１７ △２，８２５ ５２７ △７０６ 

財務活動による 

キャッシュ・フロー △１３６ △１５３ ２，５２０ △１６９ △２０４ 

資金期末残高 ９９３ ７８９ ７００ １，７５６ ８３６ 

行政サービス実施コスト ４，０８６ ４，１７４ ４，６２８ ５，０９５ ５，１８７ 

（内訳）      

 業務費用 ３，９５０ ３，８７９ ４，２０９ ４，５９３ ４，５４３ 

  うち損益計算書上の費用 ５，８４６ ５，７７６ ６，０７５ ６，４４４ ６，３９６ 

  うち自己収入 △１，８９６ △１，８９７ △１，８６６ △１，８５０ △１，８５３ 

 損益外減価償却相当額 ３４７ ３４４ ３７３ ４６５ ５０２ 

 損益外利息費用相当額 ０ ０ ０ ０ ０ 

 損益外除売却差額相当額 ０ ０ １５ １ ０ 

 引当外賞与増加見積額 ５ ２ ４ ８ ３ 

 引当外退職給付増加見積額 △２３３ △６１ １６ △２ ９２ 

 機会費用 １５ ９ ９ ２８ ４５ 
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② セグメントの経費比較・分析（内容・増減理由） 

    事業損益の経年比較 

          （単位：百万円） 

区分 令和３年度 

本部・県立広島大学 △３ 

叡啓大学 △５１ 

合計 △５５ 

  ※１法人２大学化初年度のため，過年度実績なし 

    

    帰属資産の経年比較 

          （単位：百万円） 

区分 令和３年度 

本部・県立広島大学 １３，６７６ 

叡啓大学 ４，６９３ 

合計 １８，３６９ 

  ※１法人２大学化初年度のため，過年度実績なし 

 

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

  当期総利益１２３百万円のうち，１１９百万円を中期計画の剰余金の使途において定め 

 た教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるため，目的積立金として申請している。 

 

（２）重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に取得した主要施設等 

  該当なし 

 

② 当事業年度中に完成した主要施設等 

  （広島キャンパス）教育研究棟２棟エレベーター，図書館エレベーター 

  （庄原キャンパス）中央監視盤 

  （三原キャンパス）１号館エレベーター，空調機 

  （叡啓大学キャンパス）空調機 
  

③ 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 

   該当なし 
 

④ 当事業年度に返納した主要施設等 

    該当なし 

 

⑤ 当事業年度に処分した主要施設等 

   該当なし 
 

⑥ 当事業年度に担保に供した主要施設等 

    該当なし 
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（３）予算及び決算の概要 

（単位：百万円） 

区分 
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 理由 

収入 5,687 5,582 6,049 5,815 8,787 8,710 6,469 6,329 6,502 6,401  

 運営費交付金 3,452 3,452 3,479 3,479 3,669 3,669 3,863 3,863 3,935 3,935 

決
算
報
告
書
参
照 

 学生納付金 1,681 1,669 1,670 1,661 1,675 1,609 1,680 1,651 1,674 1,645 

 診療C 21 21 22 28 21 27 24 18 17 16 

 寄宿舎収入 - - - - - - - - 15 15 

 その他の収入 85 82 84 84 77 81 80 73 84 79 

 目積取崩 191 165 498 385 - - 160 132 267 231 

 外部資金 102 65 111 58 108 101 100 78 102 84 

 補助金 153 125 182 118 550 537 560 510 404 393 

 県出資金 - - - - 1,876 1,876 - - - - 

 借入金 - - - - 808 808 - - - - 

支出 5,687 5,460 6,049 5,543 8,787 8,642 6,469 6,142 6,502 6,219  

 一般管理費 650 540 749 557 755 651 771 647 767 629 

決
算
報
告
書
参
照 

 人件費 3,515 3,465 3,561 3,479 3,643 3,630 3,887 3,738 3,945 3,901 

 教育研究経費 702 726 705 714 479 511 579 594 608 604 

 教研支援経費 460 446 624 526 467 464 479 479 547 538 

 学生支援経費 90 83 101 81 85 79 77 72 111 79 

 診療経費 12 12 12 12 12 12 12 11 11 10 

 寄宿舎経費 - - - - - - 1 1 3 3 

 外部資金事業

費（受託等） 102 57 111 53 108 70 100 85 102 57 

 外部資金事業

費（補助金） 21 14 10 12 8 6 114 65 11 0 

 施設整備費 131 111 172 106 542 530 445 444 393 392 

 新大学整備 

事業 - - - - 2,684 2,684 - - - - 

 借入金償還金 - - - - - - - - - - 

収入-支出 - 121 - 271 - 68 - 186 - 181  

（注）金額は百万円未満を切り捨てている。 
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第３ 事業に関する説明 
 

１ 財源の内訳（財源構造の概略等） 

 

当法人の経常収益は６，３３９百万円で，その内訳は，運営費交付金収４，１８７百万円

（６６．１％），学生納付金収益１，６７０百万円（２６．３％），その他４８１百万円

（７．６％）となっている。 

 ※（）書きは，経常収益に占める割合 

 

２ 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

 

【財務情報の説明】 

 

 上記の事業の財源としては，外部資金や施設整備費補助金等使用目的が指定されているも

の等はそれを優先的に充て，不足する部分や自己収入を充てることを計画していたものは自

己収入を充てている。 

 

（参考） 

  受託研究費 ２３百万円（財源：受託研究収入） 

  共同研究費 ２１百万円（財源：共同研究収入） 

  受託事業費  ７百万円（財源：受託事業収入） 

  広島キャンパス 教育研究棟２棟エレベーター３１百万円（財源：施設整備費補助金） 

          図書館エレベーター    ２２百万円（財源：施設整備費補助金） 

  庄原キャンパス 中央監視盤        ７８百万円（財源：施設整備費補助金） 

  三原キャンパス 空調機          ４６百万円（財源：施設整備費補助金） 

          １号館エレベーター    ２０百万円（財源：施設整備費補助金） 

  叡啓大キャンパス 空調機          ４０百万円（財源：施設整備費補助金） 

 

【業務の実施状況】 

 

 第三期中期計画期間（令和元～６年度）の３年目となる令和３年度は，再編後の学部・学

科開設２年目にあたると同時に，新大学（叡啓大学）開学の初年度となることを踏まえ，第

三期中期目標達成を見据えた事業展開を図るとともに，昨今の大学を取り巻く情勢の変化に

対応するため，将来に向けた主要な事業を選定し，年度計画の重点項目とした上で，新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止策を踏まえながら着実な実施に取り組んだ結果，計画を概ね

順調に履行することができた。 

 

 １ 教育内容の質的向上・質的転換に向けた取組 

   県立広島大学の基本理念及び教育の特色を踏まえ，教育・学生支援担当の副学長を長と

する高等教育推進機構が決定した業務方針に基づき，教育改革・大学連携担当の学長補佐

を長とする大学教育実践センターが主導して，教育内容の質的向上・質的転換を図るため

の取組や，大学教育実践センターが運営する委員会が中心となり，令和３年４月から学部

等再編後の専門教育プログラムの運営を開始した学部を含めて，既設課程の各学部並びに

研究科等とも連携し次の取組を推進した。 
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○ 文部科学省大学教育再生加速プログラム（ＡＰ，テーマⅠ）事業の成果を継承・発展

させ，令和２年度に学修成果の可視化を通じた教学マネジメントの構築・推進を図るた

めに策定した「高等教育推進機構中期計画」に基づき関係業務を実施した。実施にあた

っては，戦略・企画を担う高等教育推進機構が中心となり，情報分析を担う教学ＩＲ推

進室及び実践機能を担う大学教育実践センターが連携し一体的に業務を推進した。 

 

○ 高等教育推進機構の方針に基づき，ファカルティ・ディベロッパー（ＦＤｅｒ）や学

修支援アドバイザー（ＳＡ）の養成，ＳＡが参加する授業参観（ピアレビュー）等に取

り組み，自律的なアクティブ・ラーナーの育成に係る取組を推進した。また前年度に引

き続き「教職員研修ワーキンググループ」を運営し，アクティブ・ラーナーを育成する

上で必要な教職員の資質・能力の向上に資する６つの研修を実施し，全ての研修におい

て初期の目的を達成するなど，全学的な取組を推進した。さらに，人材育成目標である

「課題探究型地域創生人材」となるまでの成長過程を段階的に一覧化した「課題探究型

地域創生人材ルーブリック」及び学生の汎用的な能力・態度・志向を客観的に可視化す

るための外部評価テスト（ＰＲＯＧ）による検証を行い，あらかじめ設定するレベルに

到達していることを確認した。一方で，人材育成目標達成のため，各授業科目における

学生の成長を促すことを目指した科目ルーブリック作成のための研修会を実施した。 

 

○ 全学共通教育プログラムについて，前年度に引き続き，大学の学修に必要な基礎知識

やスキルを身に付けることを目指した「大学基礎セミナーⅠ」で修得した知識やスキル

を活用して，グループワークを通じて地域課題を発見し，その解決に向けて取り組む実

践的な授業「大学基礎セミナーⅡ」を着実に実施するとともに，学修目標の達成状況を

測定し全教員に共有することで，教育プログラムの改善につなげた。さらに，令和３年

度から地域が抱える諸問題について，具体的な課題を設定して学ぶ「地域教養ゼミナー

ルＡ・同Ｂ」を開講し，３０４人が受講した。 

 

○ 地域創生学部及び生物資源科学部に続き，保健福祉学部において令和３年度から学部

等再編後の教育プログラム及びチューター制度等による運営を開始した。併せて，副専

攻プログラムについても資格取得に係る１１プログラムと特定テーマに係る４プログラ

ムを実施した。さらに，令和４年度に向けて，身に付けた知識を活用して地域の課題を

発見し，その解決を図ろうとする意欲を持つ人材，とりわけ地域協働の牽引役としての

実践力を持った人材の育成を目指した副専攻プログラム「地域課題解決リーダー養成プ

ログラム」の設計を行った。令和４年度入学者選抜においては，意欲ある志願者の確保

に向けた広報など，全学的な取組を進めるとともに，「主体性・協働性」の評価や「県

立広島大学・地域への志向性」の評価など多面的かつ総合的な選抜を行った。 

 

○ 履修上限単位数の全学統一（各期２４単位）など，見直し後のＧＰＡ・ＣＡＰ制度を

運用し，単位の実質化に係る取組を推進するとともに，学期ＧＰＡ値や通算ＧＰＡ値に

基づく個別学生指導や成績優秀者表彰等を行った。 

 

○ 大学教育実践センターが中心となり，新設学部・学科・コースの成績評価の指針・ガ

イドラインの妥当性についての検証を行い改定作業を進めるとともに，各学部等におい

ても，成績評価の指針・ガイドラインの再検証を行った。 
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○ 「新入生意識調査」，２～４年次生対象の「学生意識調査」並びに「学生による授業

評価」（授業評価アンケート）を継続し，集計・分析結果の活用を図った。授業評価ア

ンケートにおける主体的学修状況の把握に関する項目では，各選択肢の判断基準となる

学修時間数を明示して，その客観性・正確性の向上を図るとともに，学修時間の変化に

関する分析を継続した。 

 

○ これらの取組の結果，令和３年度の学部開講授業科目に対する総合的満足度（「総合

的に判断して，この授業に満足」と答えた学生の割合）は，前期科目９４．９％，後期

科目９４．７％で，引き続き高いレベルを維持した。 

  また，主体的な学修時間（調査科目１科目当たり時間数／週）の確保については，科

目区分や前・後期の別により若干の差異はあるものの，９７．６～９８．８％の学生が

授業外学修を行っていると回答した。一方，「全くしていない」と回答した学生の割合

は，２年度に比べて専門科目で顕著に減少し，前・後期ともに０．５～２．０ポイント

減少した。 

また，専門科目において，週当たり２時間以上（２単位科目。１単位科目は３０分以

上)と回答した学生の割合が，令和２年度に比べて前期は０・５ポイント減少，後期は

７．８ポイント増加しており，教職科目においては，週当たり２時間以上（２単位科

目。１単位科目は３０分以上)と回答した学生の割合が，令和２年度に比べて前期は 

１６．１ポイント，後期は６．３ポイント増加した。 

 

２ 学士課程教育における専門教育の充実 

  少人数の授業（各学部・学科の多様な専門教育科目）や卒業論文・卒業研究・プロジェク

ト研究の実施，国家資格の取得支援，外国語検定等の受検支援，教員免許の取得支援・同採

用試験対策支援等を通じ，実践力を備えた学生の育成に努め，標準修業年限内の卒業率と卒

業時の総合的満足度は，それぞれ，全学平均で９０．３％，８４．２％となり，前年度とほ

ぼ同等の水準を達成した。 

 

○ 人間文化学部国際文化学科では，引き続き，自国と他国の文化に対する理解を深め，

現代社会で活躍できる人材の育成を目指す教育を実施するとともに，３つの副専攻プロ

グラムを運用した。新設の地域文化コースでは，「多文化共生」と「文化継承」の２つ

のコア・カリキュラムに沿った学びを実践した。同時に特定のテーマを深める「副専攻

プログラム」（教職課程[国語・英語]，日本語教員養成，学芸員養成，多文化コミュニ

ケーション）を運用した。健康科学コース・健康科学科では，引き続き，スリム化した

専門教育課程の運用を継続するとともに，学科独自に実施している「学生による教育プ

ログラム評価」を継続し教育課程の点検・評価・改善を行うとともに，国家試験受験対

策に組織的に取り組み，管理栄養士国家試験の合格率は１００％であった。 

 

○ 地域産業コース・経営情報学部では，引き続き，学部重点事業「情報処理技術者試験

の受験料助成事業」を実施し，資格取得のサポートを行い学修成果の把握と向上に努め

た。また，経営学科において，学外諸機関・団体等が主催する学生対象のコンテストへ

の参加や他大学のゼミとの合同研究発表等を実施するなど，学外での行動型能動的な学

修を行うことにより主体性や責任感などの育成を支援した。 
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○ 生物資源科学部・生命環境学部において，バイオ技術者試験，農業技術検定，ｅｃｏ

検定，環境測定分析士の受検準備の支援を行い，その合格率により学修成果を確認・検

証した。また，地域活動に必要とされる資質や素養，主体性や責任感などの育成を支援

するため，生命環境学科では，引き続き，「生命環境科学基礎セミナー」，「フィール

ド科学」及び「同実習」において，地域課題解決に携わる学外講師や企業の実務担当者

を招聘し，地域や産業界の取組などについて学生の理解を深め，一方で，地域資源開発

学科では，「フィールド科学実習Ⅱ」において，三次・庄原地域の行政団体や企業など

の協力を得て地域課題に実践的に取り組んだ。さらに，学部再編後の新３年生が履修す

る学科・コース横断型「地域課題解決研究」について，研究課題リストの作成や学生の

配属決定プロセスを決定し，配属先を確定させた。 

 

○ 保健福祉学部では，地域包括ケアシステムに関する最新の動向を踏まえた授業を組織

的に展開した。国家試験受験対策については，３年次生を対象とした学習会や模擬試験

を実施し，学生の基礎学力を把握するとともに，早期から国家試験受験に向けた学修を

開始するよう意識付けを行った。これらの取組により，看護師，保健師，理学療法士国

家試験で合格率１００％を，作業療法士，言語聴覚士，社会福祉士，精神保健福祉士国

家試験では全国合格率を上回る高い合格率を達成した。また，文部科学省「ウィズコロ

ナ時代の新たな医療に対応できる医療人材養成事業（令和３年度補正）」に申請し，選

定された。さらに，１学部１学科に再編した当該学部ではコース選択制の運用を開始

し，入学後に幅広く学ぶ過程で専門分野を決定し，９月に希望通りのコース配属を終え

た。 

 

○ 国家試験合格率については，以下のとおりで高い水準を維持した。（いずれも既卒者

を除く） 

 

国家試験 数値目標 合格率 全国合格率 

管理栄養士 ９５％ １００％ ９２．９％ 

看護師 １００％ １００％ ９６．５％ 

保健師 １００％ １００％ ９３．０％ 

理学療法士 １００％ １００％ ８８．１％ 

作業療法士 １００％ ９６．８％ ８８．７％ 

言語聴覚士 １００％ ９６．９％ ８９．７％ 

社会福祉士 ９０％ ８７．２％ ５２．４％ 

精神保健福祉士 ９５％ ９６．０％ ７３．３％ 

 

３ 国際化の推進 

 ○ 国際化の推進については，前年度と同様に新型コロナウイルス感染症の影響を大きく

受けたが，コロナ禍においても工夫をしながら関係の事業を行うとともに，国による海

外渡航基準の見直しにあわせて迅速かつ適切に対応した。 

 

○ 国際交流センターが中心となり，県立広島大学においては，マレーシア国民大学と交

換留学に関する協定を締結するとともに，亜東科技大学（台湾）との交換留学協定の締

結に向けた学内合意を得た。また，叡啓大学においては，県立広島大学の協定校である
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ヒューストン大学ビクトリア校（米国）と交換留学協定を締結するとともに，オーステ

ィンピー州立大学（米国），東フィンランド大学及びマレーシア国民大学との交換留学

協定締結に向けた協議を実施した。さらに，国際交流センターが共通化された利点を活

かし，県立広島大学と叡啓大学が合同で留学生と日本人学生のオンライン交流会を計５

回実施し，新型コロナウイルス感染症の影響がある中でも工夫をしながら，海外留学に

対する関心の維持を図った。 

 

○ 受入留学生に対しては，外国人留学生の確保に向けて，日本語学校等の学生や教員に

対するオンラインによる説明の機会を積極的に確保し，本学の教育，入試制度及び学生

支援内容等に関する情報の周知に努め，外国人留学生特別選抜試験（学部）の合格者が

過去最高の２４人（２年度１７人）となった。 

 

○ 交換留学生の帰国時には「交換留学終了報告」の提出を依頼し，その中でメールアド

レスなどの連絡先記載欄を設け，ネットワークづくりの基礎となる情報収集を継続して

行った。 

 

○ これらの取組の結果，新型コロナウイルス感染症による派遣の中止・延期等もあり，

海外留学派遣学生数については１０人，留学生受入数については９２人にとどまったも

のの，海外学術交流協定締結校は３８校から４０校に増えた。 

 

４ 大学院教育等に係る教育内容の充実 

○ 大学院総合学術研究科の各専攻において，教育課程の編成・実施方針に基づく教育を

行い，修了時の総合的満足度は９２．６％で良好な結果であった。各専攻において研究

活動支援制度を運用し，計２０件の支援により大学院生の学会発表や学術論文の公表を

奨励した。 

 

○ 定員充足率の改善に向けた取組としては，学部生への広報活動の強化や企業や研究機

関との共同研究に学生が参加する「研究インターンシップ」制度を運用し，国立研究開

発法人産業技術総合研究所に４年次生１名を派遣するなどの取組効果（当該学生は生命

システム科学専攻に進学）により，令和４年度入学者数は前年度に比べ増え，４月入学

者数は過去３年間で増加傾向にある。また，大学院教育の高度化を目的として，保健福

祉学専攻において，課程の変更（博士課程後期の設置）が令和３年８月２７日付けで文

部科学省から認可され，令和４年４月の開設に向けた学生募集及び入試を適切に実施

し，定員５人の入学者を確保した。 

 

○ 経営管理研究科ビジネス・リーダーシップ専攻（ＨＢＭＳ）において，新型コロナウ

イルス感染症拡大防止対策を踏まえ，引き続き，対面とオンラインを組み合わせたハイ

ブリッド形式にてケーススタディ，グループによるディスカッションやワークショッ

プ，プロジェクト演習など多様な授業を行った。また，備後地域において，約２０社の

企業訪問によるニーズ調査を行うとともに，ＨＢＭＳの概要や県東部地域における取組

について説明し，同地域での認知度向上に資するプロモーション活動を行うことで志願

者を確保した。 

 

○ 「アグリ・フードマネジメント講座～ひろしまファーマーズテーブル」（受講者数 
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 １３人）並びに文部科学省ＢＰ認定プログラムとして「医療経営人材養成プログラム」

（同２４人）及び「備後地域次世代ビジネスリーダー養成講座」（同９人）を引き続き

開講するとともに，新たに，大学の履修証明プログラムとして「竹原地域次世代ビジネ

スリーダー養成講座」（同１１人）を開講した。令和２年度から継続して開講している

プログラムについては，前年度アンケートの結果を検証の上，プログラム内容に反映さ

せ開講することで，高い受講者満足度が得られた。 

 

○ 助産学専攻科においては，助産師国家試験対策の模擬試験の実施により個々の学生の

課題の明確化を図り，教員による国家試験対策支援を行うことで助産師国家試験合格率

１００％，就職率１００％を達成した。また，令和３年度の「保健師助産師看護師学校

養成所指定規則」の変更に伴い，教育課程の変更の検討を行い，令和３年７月に文部科

学省へ申請し承認された。 

 

５ 地域に根ざした高度な研究の推進 

○ 県立広島大学の研究水準の向上並びに県内産業の振興や地域課題の解決に資する研究

を推進するため，学内公募型の「重点研究事業」や自治体と連携した「地域戦略協働プ

ロジェクト」の推進，外部資金の獲得支援，研究成果の公表や地域への還元など，研究

活動の活性化に取り組んだ。特に，若手研究者育成支援については，重点研究事業区分

「若手奨励研究」を引き続き運用するとともに，研究活動時間や自立度，必要な支援

等，研究活動の実態についてのアンケート調査を実施し，今後の支援策や各部局特有の

事情に応じた研究環境の改善に向けたニーズ把握を行った。 

 

○ 外部資金の獲得促進に資する支援として，外部機関や本学名誉教授等による科学研究

費補助金申請書の添削やアドバイスを行ったほか，同補助金獲得に対するインセンティ

ブとして，教員業績評価において新規採択に対する評価を引き上げるなどの取組を継続

するとともに，支援策の拡大として外部機関による添削費用の半額を助成した。これら

の取組により，文部科学省「科学研究費助成事業」の採択・獲得状況は高い水準を維持

し，令和３年度の採択件数は１０５件（令和４年１月１４日文部科学省公表の関係資料

によると，県立広島大学は中四国・九州地方の公立大学の中で１５年連続第１位），採

択額は１２５，５８０千円であった。また，令和４年度（令和３年度申請分）の本学教

員の応募（申請）率は９９.５％（退職までの期間が３年以内の教員を除く）で，いず

れも目標値を達成するとともに，令和４年４月現在の採択件数は１０６件で，前年度と

同レベルの実績を維持した。 

 

○ 研究論文や研究報告書等の「学術情報リポジトリ」への登録（登録件数：１，４５０

件）や概要のウェブ・サイトへの掲載により，研究成果の積極的な公表に努めるととも

に，地域連携センターでの地域企業ニーズと大学シーズとのマッチングの推進などによ

り，研究成果の地域への還元に努め，その他の競争的資金への応募や企業等からの受

託・共同研究資金などの獲得額は１４２，３０４千円で高い実績を維持するとともに，

科学研究費補助金を含めた外部資金の年間獲得総額は２６７，８８４千円で，目標額の

２億円を大きく上回った。また，外部資金の担当部局から関係学部等の教員に情報提供

をきめ細やかに行い，併せて申請に係る支援を行うことで，申請件数が前年度と比較し

て増加した。 
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６ 新たな教育モデルの構築 

○ 開学初年度の叡啓大学においては，英語集中プログラム，リベラルアーツ科目，基本

ツール科目等の１年次配当授業について，アクティブ・ラーニング形式で少人数教育を

徹底した。各クォーターの終了後には，教育改善アンケートを行い，アンケート結果や

授業を担当した教員からの振り返りを含めたＦＤを実施することで，今後の教育プログ

ラムの改善に資する検討を行った。また，知識及びスキルの獲得に加え，コンピテンシ

ーの修得度をルーブリックで評価する成績評価制度について，初年度開講科目において

実運用を開始し，ＦＤなどを通じて教員間で運用状況等の意見交換を行うとともに，非

常勤講師へは令和２年度に策定したガイドラインに基づき個別に説明を行うなど，制度

の定着に向けた取組を実施した。 

 

○ 意欲ある学生の確保に当たっては，令和３年度入試を振り返り，評価方法等必要な改

善を行い，第一次選考（書類評価），第二次選考（オンラインによるグループディスカ

ッション面接）とも円滑に実施した。また，入試広報については，オープンキャンパ

ス，オンライン大学説明会や高校教員を対象としたオンラインセミナー，入学予定者を

対象としたオンラインイベントを実施するとともに，授業風景や学生からのメッセージ

等４２本の動画を制作し，各種ＳＮＳでの情報発信を行うことで本学ウェブ・サイトへ

の流入を促進した。 

 

○ 留学生の受入体制の整備に当たっては，オンライン留学フェア，国内日本語学校への

広報活動，ＪＰＳＳ（日本留学ポータルサイト）の留学生への個別スカウトメール，関

係団体等への定期的なメール配信を実施した結果，アフリカ，アジア等世界各地から幅

広く留学生を受け入れた。さらに，海外６か国・地域の８大学と交換留学制度を主体と 

 した協定を締結し，令和４年度秋期から交換留学プログラムを開始することで合意した。 

 

○ 実践的な課題解決演習や体験・実践プログラムの展開に当たっては，企業，ＮＰＯ，

国際機関，地方公共団体など，多様な主体との連携を構築する「叡啓大学実践教育プラ

ットフォーム協議会」を設立し，協議会の会員と個別協議を行い，インターンシップ等

学生の受入について合意するとともに，ミスマッチを防ぐため企業等と学生の間で個別

面談を実施するなど，企業等の課題に対応した実践的な課題解決演習科目の開講に向け

た準備を行った。 

 

７ 大学資源の地域への提供 

○ 県立広島大学の基本理念「地域に根ざした，県民から信頼される大学」の下，地域連

携センターと各学部等が連携し，広島県や県内市町等との連携事業の推進，公開講座や

教員免許状更新講習等の開催など，多様な地域貢献活動に取り組んだ。具体的には，マ

ネジメント能力や専門的スキルの向上に資する７講座を実施し，また，広島県委託事業

である「アグリ・フードマネジメント講座～ひろしまファーマーズテーブル」や文部科

学省ＢＰ認定プログラムとして「医療経営人材養成プログラム」などを実施したほか，

地域社会の活性化や地域課題解決に資する「地域戦略協働プロジェクト事業」８事業に

本学の教員と学生が取り組んだ。併せて，リカレント教育への対応として「竹原地域次

世代ビジネスリーダー養成講座」など２つの履修証明プログラムを実施するとともに，

令和４年度に向けて高度な学習ニーズに応えていくため４つのプログラムの具体化に取

り組んだ。 
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○ 新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から一部の講座を中止せざるを得なかった

が，地域の文化施設等との連携にも引き続き取り組み，双方の資源を活用した２０の公

開連携講座を実施した。実施に当たっては，前年度の実施状況やアンケート調査の結果

を踏まえて多様な学習ニーズに応える企画とした。これらの取組により幅広い世代にわ

たる地域住民延べ９２８人が参加した。受講者の満足度は９６．２％と高く，有料講座

受講者の学修成果の活用度は１００％であり，いずれも目標を達成した。 

 

○ 地域貢献活動による教育への反映の観点からは，自治体等との連携事業や地域貢献活

動への学生の参加促進などに引き続き取り組み，学生の主体的な参加による食品企業と

の新商品開発プロジェクト，ひろしま地域食材活用促進事業及び人工光植物工場の農産

品を広島県の「広域ＭａａＳ推進事業」で運行する貨客混載バスで輸送のうえ広島空港

等で販売する６次産業による産学官連携などを通じて，地域が抱える課題の主体的な把

握の機会を提供するとともに，学生の実践的な問題解決能力やコミュニケーション能力

の向上に努めた。 

 

８ 大学連携の推進 

  ○ 大学連携を担当する学長補佐を引き続き配置し，大学教育実践センター等との連携の

下，大学連携に係る取組を全学的に推進した。具体的には，一般社団法人教育ネットワ

ーク中国と連携して「サテライトキャンパスひろしま」を運営し，県内大学等との単位

互換制度の運用など，地域の教育拠点，産学官の連携拠点及び学生・社会人の交流拠点

として活用した。同施設の利用延べ件数（講座開設等）は，新型コロナウイルス感染症

の影響もあり，１４８件（複数大学の連携利用２６件，県立広島大学又は他大学の単独

利用１３件，大学以外の一般利用１０９件）であった。 

 

９ 学生支援の充実 

○ 多様化・高度化する学生ニーズへの適切な対応を図るため，両大学において教学シス

テムによる情報提供の徹底，教育教材や図書館書誌の充実，入学後の「入門演習」の提

供，ｅラーニング教材の活用等により学修意欲と理解度の向上を図るとともに，県立広

島大学においてはチューターによる個人面談等を通じて，叡啓大学においてはポート制

度による教員と学生，学生同士が身近に交流できるコミュニティ機能の構築により，学

修支援や学生生活支援を実施した。また，両大学において，国による修学支援制度，大

学独自の授業料減免制度，県や独立行政法人日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）の支援制

度等を活用し，コロナ禍を要因とする修学継続困難学生を含め，幅広く支援を行った。 

 

○ 学生の心身の健康に関しては，ＵＰＩ心理テスト（「こころ」の健康調査）の実施，

同調査結果を踏まえたフィードバック面接の実施と要支援学生の「早期把握」及び「チ

ーム支援」の推進，コロナ禍においても学生が利用できる電話やオンラインによる学生

相談やカウンセリング体制の整備などにより，きめ細かな支援に努めた。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により学生の自主的な活動も制限されたが，

県立広島大学において，「学生の自主的活動助成制度（いきいきキャンパスライフ・プ

ロジェクト）」の運用要領を改正しオンラインでの活動も組み合わせながら実施するこ

とを可能にするなど，キャンパスを超えた学生交流の促進を図った。また，学生表彰に

ついて，県立広島大学においては，全学生（大学院生含む）を対象とした在学期間中の
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各種活動等（学術研究活動，課外活動，社会活動など）における優秀者・学生団体の表

彰８人及び他の学生の模範となる学業成績を収めた学生４２人の表彰を実施し，叡啓大

学においては，全国規模の弁論大会で優良賞を受賞した学生１人の表彰を実施した。 

 

１０ きめ細かな就職支援 

○ 県立広島大学において，学生支援の核となる就職支援に関しては，キャリアセンター

と各学部・学科等が連携し，全学的なキャリア形成支援，インターンシップ制度の運

用，適性検査等の実施とともに，各学部・学科等の特色に合わせた資格取得の支援や就

職ガイダンスの開設，求人情報の提供，教員やキャリア・アドバイザー等による個別相

談対応などに取り組んだ。 

 

○ 正課内での取組としては，全学共通教育のキャリア科目群（キャリアビジョン，イン

ターンシップ）を引き続き開講・提供するとともに，ディベート演習合宿事業を実施

し，グローバルな視野を有し社会で活躍できる人材の育成を図った。 

 

○ 就職活動支援では，就職支援に係る在学生・卒業生・企業の情報管理を含む総合的な

システムを運用するとともに，在学生や卒業生のキャリアサポーターを講師に迎えた

「就職ガイダンス（先輩たちの就活レポート）」や「インターンシップ説明会」をオン

ラインで実施し，「業界研究会」は対面とオンラインを組み合わせて実施するなど，コ

ロナ禍を踏まえた取組を実施した。さらに模擬面接，就職未決定者に対する個別指導な

どを実施した。また，大学教育実践センターと各学部・学科が連携し，教職（栄養教諭

含む）志望学生へのきめ細やかな模擬面接試験等を実施するとともに，次年度以降，就

職活動が本格化する２・３年次生を対象とした「就活シンポジウム」や「進路選択講

話」などのキャリア形成支援の取組を各学部・学科・専攻において実施した。これらの

取組の結果，就職希望者就職率は前年度に続き全学で１００％を達成し，進路決定先に

対する満足度も９０．６％と高い結果を得た。 

 

○ 叡啓大学においては，学生のキャリア支援の一環として，１年次生に対して，卒業後

の進路希望等について自己認識を深めるコーチングを行ったほか，社会の第一線で活躍 

 する講師を招くイブニングラウンジを実施し，学生の自己形成に資する取組を実施した。 

 

１１ 戦略的広報の展開と意欲ある学生の確保 

○ 県立広島大学においては，令和２年度に引き続き，学生有志による「けんひろ学生ブ

ランドアンバサダー」を編成し（３２名が参画），大学の魅力を発掘し発信すること

で，知名度やブランド価値の向上につなげる取組を実施した。一連の取組においては，

職員の支援を受けながら学生が主体的に考え企画を推進した。多様な広報媒体の活用に

ついては，学生や教職員の意見を踏まえながらウェブ・サイトの構成を改善しながら，

コンテンツの一層の充実を図るとともに，ＳＮＳや大学案内のパンフレットなど，他の

広報媒体との連携を強化しながら大学の情報を魅力的に発信した。 

 

○ 叡啓大学においては，授業風景や学生からのメッセージ等の動画を制作し，ウェブコ

ンテンツの充実を図るとともに，本学ウェブ・サイト，ＳＮＳ，進学情報サイト，年間

を通じたウェブ広告やビジネス誌等への広告掲載等により情報発信を行うなど，様々な

メディアを通じて新大学の認知度及びブランド力向上に努めた。また，コンテンツ内容
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についても，各種ウェブ広告による効果検証やホームページビュー数・ユーザー属性な

どの解析を行い，一層の充実を図った。 

 

○ 意欲ある学生の確保に向けたその他の広報活動として，県立広島大学においては，高

校訪問・同教員との意見交換の継続実施，出前講義や高大連携講座の開設やオープンキ

ャンパスをオンラインで実施するとともに，入学者選抜方法を分析・検証し，その改善

などに取り組んだ。一方，叡啓大学においては，オープンキャンパスや高校教員を対象

としたオンラインセミナーを実施するとともに動画コンテンツによるウェブ・サイトの

充実，訪問や校内ガイダンス等の実施による高等学校への広報活動などを実施した。こ

うした取組により，令和４年度入学者選抜結果は，県立広島大学においては全学部の志

願者総数が２，０３１人，一般選抜（前期・後期日程合計）の志願倍率は４．８倍とな 

 り，叡啓大学においては春入学の志願者総数が１１７人，志願倍率は１．５倍であった。 

 

１２ 法人運営の基盤確立 

○ 法人全体の改革に向けた取組を着実に実施するため，理事長及び両学長のリーダーシ

ップの下で，「法人コアミーティング」を定例的に開催（４５回，３８議案，４１報告

事項，１４協議，８意見交換）し，公立大学法人としての組織的な方針案の決定，並び

に情報の共有化に努めるなど，法人運営の一元化と事業執行の効率化・迅速化を推進し

た。 

 

○ １法人２大学の執行体制を踏まえ，法人・大学運営体制を強化するため，公立大学法

人・大学の目標設定・計画策定に基づき法人と両大学がそれぞれで「目標・計画に係る

説明会」を開催し，また，業務評価については，評価機能を担う「業務評価室」を引き

続き設置し，ＰＤＣＡサイクル（内部質保証システム）の確立に努めた。併せて，「監

査室」において各種監査に対応するとともに，新型コロナウイルス感染症に対する危機

管理を含め，公立大学法人としての内部統制機能の確保に努めた。具体的には，令和２

年度に執行したすべての研究費について内部監査を行い，研究費の不正使用が疑われる

案件がなかったことを確認した。また，コンプライアンスの確保とリスクマネジメント

の推進を図るため，研究費に係るコンプライアンス研修の強化や契約・支出事務に係る

職員研修会の開催等を行い，事務処理の適正化と内部統制の強化に取り組んだ。さら

に，法令等を遵守した適正な業務運営を確保することを目的に，法人に「研究費不正使

用対策本部」を設置し対策を進めた。 

 

○ 法人・大学の横断的な重要課題として以下の主要な事業を選定し，令和３年度の年度

計画において重点項目と位置付け取り組んだ。 

① 教育の質の向上：「課題探究型地域創生人材」育成に係る全学的な教学マネジメン

トの確立（県立広島大学），コンピテンシーの修得を徹底させ

る実践的な教育プログラムの推進（叡啓大学） 

② 経営学機能強化：経営管理研究科ビジネス・リーダーシップ専攻の卓越したプログ

ラム等の追求 

③ 国際化の推進：多様な国々・地域との多文化交流 

④ 競争優位資源の活用：特色ある優れた研究活動等を活かした本学の価値を向上させ

る取組 

⑤ 戦略的広報：効率的，効果的な広報展開による大学のブランド価値向上 
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第４ その他事業に関する説明 
 

１ 予算，収支計画及び資金計画 

（１）予算 

（単位：百万円） 

区      分 中期計画 金     額 

収入   

運営費交付金収入 ２３，４３３ ３，９３５ 

学生納付金収入 １０，３２６ １，６７４ 

診療センター収入 １２６ １７ 

寄宿舎収入 - １５ 

その他の自己収入 ４２１ ８４ 

目的積立金取崩 ７２０ ２６７ 

外部資金収入 ６５４ １０２ 

補助金収入 １，３６４ ４０４ 

県出資金 １，８７６ - 

借入金収入 ８０８ - 

計 ３９，７２８ ６，５０２ 

 

区      分 中期計画 金     額 

支出   

人件費 ２３，２６９ ３，９４５ 

一般管理費 ４，１３１ ７６７ 

教育研究経費 ４，１２４ ６０８ 

教育研究支援経費 ２，７４５ ５４７ 

学生支援経費 ４８２ １１１ 

診療経費 ７８ １１ 

寄宿舎経費 - ３ 

外部資金事業費（受託等分） ６５４ １０２ 

外部資金事業費（補助金分） ７ １１ 

施設整備費 １，３５７ ３９３ 

新大学整備事業費 ２，６８４ － 

借入金償還金 １９７ － 

計 ３９，７２８ ６，５０２ 
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（２）収支計画 

（単位：百万円） 

区      分 中期計画 金     額 

費用の部 

 経常費用 

３５，９２３ 

３５，９２３ 

６，３９６ 

６，３９４ 

業務費 ３０，１９４ ５，３２４ 

教育研究等経費 ５，９９２ １，２３５ 

外部資金等経費 ９３３ ４６ 

人件費 ２３，２６９ ４，０４３ 

一般管理費 ３，９４６ ６９０ 

財務費用 ７７ 6 

雑損 ０ ０ 

減価償却費 １，７０６ ３７２ 

臨時損失 ０ ２ 

 

区      分 中期計画 金     額 

収入の部 ３５，２０３ ６，３３９ 

経常収益 ３５，２０３ ６，３３９ 

運営費交付金収益 ２２，６８３ ４，１８７ 

学生納付金収益 １０，３２６ １，６７０ 

外部資金等収益 ６５４ ７８ 

補助金等収益 ２７９ ９４ 

資産見返運営費交付金戻入 ６１９ １３９ 

資産見返物品受贈額戻入 ９６ ６２ 

財務収益 ２ １ 

雑益 ５４４ １０５ 

臨時利益 ０ － 

純利益 －７２０ －５７ 

目的積立金取崩額 ７２０ １８０ 

総利益 ０ １２３ 

※金額欄には，当期の実績額を記載。なお，目的積立金取崩額には前中期目標期間繰越積立金取崩額を含む 
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（３）資金計画 

（単位：百万円） 

区      分 中期計画 金     額 

資金支出 ４９，９２８ １２，１７０ 

業務活動による支出 ３４，１４０ ６，０６２ 

投資活動による支出 １４，７３５ ５，９０３ 

財務活動による支出 １，０５３ ２０４ 

次期中期目標期間への繰越金 ０ ８３６ 

資金収入 ４９，９２８ １１，２５１ 

業務活動による収入 ３５，６８５ ６，０５４ 

学生納付金収入 １０，３２６ １，５３３ 

外部資金収入 ６５４ ８４ 

運営費交付金収入 ２３，４３３ ４，３００ 

雑収入 １，２７２ １３５ 

投資活動による収入 １１，５５９ ５，１９７ 

財務活動による収入 ２，６８４ － 

※金額欄には，当期の実績額を記載。 

２ 短期借入の概要 

 

該当なし 

 

３ 運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 当期交付額 

当期振替額  

運営費交付金 

収益 

資産見返運営

費交付金等 
資本剰余金 小計 期末残高 

令和３年度 - ４，２７３ ４，１８７ ８６ - ４，２７３ - 
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

① 令和３年度交付分 

（単位：百万円） 

区分 金額 内訳 

期間進行基準

による振替 

運営費交付金 

収益 
３，８７６ 

①期間進行基準を採用した事業等：人件費

（退職手当を除く），教育研究事業及び教

育研究支援事業 

②当該業務に関する損益等 

 ア）損益計算書に計上した費用の額 

３，８７６ 

 イ）固定資産の取得額     ５８ 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 運営費交付金債務 ３，９３５百万円から②

イ）を減算した３，８７６百万円を収益

化。 

資産見返運営

費交付金 
５８ 

資本剰余金 - 

計 ３，９３５ 

費用進行基準

による振替 

運営費交付金 

収益 
３１０ 

① 費用進行基準を採用した事業等：退職手

当，赴任旅費，高等修学支援制度経費等 

②当該業務に関する損益等 

 ア）損益計算書に計上した費用の額 

               ３１０ 

 イ）固定資産の取得額     ２７ 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 費用進行に伴い支出した運営費交付金債務

３３８百万円から②イ）を減算した３１０

百万円を収益化。 

資産見返運営

費交付金 
２７ 

資本剰余金 - 

計 ３３８ 

合計 ４，２７３  

 

（３）運営費交付金債務残高の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生する理由及び収益化等の計画 

令和３年度 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

- 該当なし 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

- 該当なし 

合計 -  
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